
富士見市雨水貯留施設設置補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、雨水の有効活用及び内水による家屋等への浸水の軽減を図る

ため、雨水貯留施設（以下「施設」という。）を設置する者に対し、予算の範囲

内において補助金を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和５

５年規則第２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定め

るところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象となる者は、自らが現に居住する市内の住宅（排水設備が公共

下水道に接続されている住宅のうち、富士見市開発行為等指導要綱（平成３０年

告示第９８号）の規定の適用を受けるもの及び新築のものを除く。）に施設を設

置しようとする者で、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

(1) 自らが所有権を有する住宅又は併用住宅（専ら人の居住の用に供する部分と

事業の用に供する部分とを一つの建物の中に併せ持つ住宅で、建物の総床面積

のうち２分の１以上が居住の用に供するものに限る。）であること。 

(2) 市内に住所を有し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）によ

り本市に記録されていること。 

(3) 市税その他市の債権に係る徴収金に未納がないこと。 

(4) この要綱による補助金の交付を受けたことがないこと。 

(5) 他の制度により同種の補助金の交付を受けたことがないこと。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は施設の設置を

促進する事業とし、補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は

当該設置に要する費用とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０

００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、３万円を限度と

する。 

（補助金等交付申請書の様式等） 

第５条 規則第４条第１項の補助金等交付申請書の様式は、様式第１号のとおりと

する。 

２ 規則第４条第１項第１号の事業計画書及び同項第２号の収支予算書の様式は、

様式第２号のとおりとする。 

３ 規則第４条第１項第３号の市長が別に定める書類は、次に掲げる書類とする。

ただし、市長は、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認すること

ができるときは、当該書類の添付を省略させることができる。 



(1) 施設の概要が分かる書類（概要図及び配置図を含む。） 

(2) 設置する住宅の所有者を確認することができる書類 

(3) 設置に係る見積書の写し 

(4) 市税その他市の債権に係る徴収金に未納がないことを証する書類 

（事業内容の変更等の様式等） 

第６条 規則第６条第１項第１号の規定による変更に係る申請の様式は、様式第３

号のとおりとする。 

２ 規則第６条第１項第３号の規定による中止又は廃止に係る申請の様式は、様式

第４号のとおりとする。 

３ 市長は、前２項の規定による申請書の提出があったときは、速やかにその内容

を審査の上、承認の可否を決定し、第１項の規定による場合において決定したと

きは様式第５号により、前項の規定による場合において決定したときは様式第６

号により当該申請者に通知するものとする。 

（補助金等交付決定・却下通知書の様式） 

第７条 規則第７条の補助金等交付決定・却下通知書の様式は、様式第７号のとお

りとする。 

（補助事業等実績報告書の様式等） 

第８条 規則第１３条第１項の補助事業等実績報告書の様式は、様式第８号のとお

りとする。 

２ 前項の補助事業等実績報告書は、補助対象事業が完了した後（当該事業の中止

又は廃止の承認を受けた場合にあっては当該承認を受けた後）３０日以内又は当

該事業の属する年度の３月２０日のいずれか早い日までに市長に提出しなければ

ならない。 

３ 規則第１３条第１項第１号の事業報告書及び同項第２号の収支決算書の様式は、

様式第９号のとおりとする。 

４ 規則第１３条第１項第３号の市長が別に定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(1) 領収書の写しその他支払を証する書類 

(2) 施設の完成写真 

（補助金等確定通知書の様式） 

第９条 規則第１４条の補助金等確定通知書の様式は、様式第１０号のとおりとす

る。 

（補助金等交付請求書の様式） 

第１０条 規則第１６条第２項の補助金等交付請求書の様式は、様式第１１号のと

おりとする。 

附 則 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 


